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（地Ⅲ１５０） 
平成１７年１２月５日 

 
都道府県医師会 
 感染症危機管理担当理事  殿 
 

日本医師会感染症危機管理対策室長   
雪 下  國 雄 

 
抗インフルエンザウイルス薬の安定供給等について 

 
 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、今冬のインフルエンザ総合対策の推進につきましては、平成１７年１１月８

日付（地Ⅲ１２６）をもってお送りしました。 
 今般、厚生労働省医政局経済課長、健康局結核感染症課長、医薬食品局安全対策課

長連名により、各都道府県衛生主管部（局）長に対し、抗インフルエンザウイルス薬

の安定供給等についての通知が出され、本会に対しても協力方依頼がありました。ま

た、医療関係団体等に対しても同様の通知が出されております。 
 本通知は、インフルエンザ患者に対して適切な検査・治療を行うためには、インフ

ルエンザウイルス抗原検出キット及び抗インフルエンザウイルス薬についても、その

安定的な供給等を図ることが必要であることから、下記の事項に十分留意の上、対応

するよう求めるものであります。 
 つきましては、貴職におかれましても、本件についてご了知いただき、特に貴会管

下関係医療機関等に対して、抗インフルエンザウイルス薬については、過去の流行規

模を踏まえた十分な量の供給が予定されていることから、注文をする際には、通常の

インフルエンザ治療用としての前年使用実績や現在の流行状況等を踏まえた注文量

となるよう配慮し、備蓄を目的とする注文は原則として行わないよう周知方よろしく

ご高配の程お願い申し上げます。 
 なお、インフルエンザ対策について迅速かつ適切に対応するため、都道府県行政が

設置するインフルエンザ対策委員会等にご協力いただくよう平成１７年７月２２日

付（地Ⅲ６５）の通知をもって既にお願いしておりますが、さらに当該委員会等に薬

局関係者等の関係者を参画させるなど充実を図りながら、今期における抗インフルエ

ンザウイルス薬の安定供給対策等をご協議いただくよう求めておりますので、貴職に

おかれましてもご協力いただきますよう併せてお願い申し上げます。 
 
 

記 
 
１．今年度は、過去のインフルエンザの流行状況を踏まえて必要な抗インフルエンザ

ウイルス薬の供給量の確保、出荷体制の整備（流行前の初回品揃え出荷と流行出荷の



二本立て）等の措置を講ずる旨の報告を供給企業より得ているところである。これを

踏まえて、医療機関、薬局（以下「医療機関等」という。）によっては一部の注文量

の納入時期が予定よりも遅くなることもあり得るが、各医療機関等においては、昨年

の抗インフルエンザウイルス薬の使用実績や現在の流行状況等を踏まえたものとな

るよう配慮すること。 
 
２．抗インフルエンザウイルス薬については、過去の流行規模を踏まえた十分な量の

供給が予定されていることから、注文をする際には、通常のインフルエンザ治療用と

しての前年使用実績や現在の流行状況等を踏まえた注文量となるよう配慮すること。 
また、抗インフルエンザウイルス薬の安定的な供給の確保の観点から、備蓄を目的と

する注文は原則として行わないこと。 
なお、前年に実績のない医療機関等から新規の抗インフルエンザウイルス薬の取引に

ついては、状況により、納入量の調整が行われる場合があること。 
 
３．医療機関等へ一度に大量にインフルエンザウイルス薬が納入されると、市場に流

通する抗インフルエンザウイルス薬の在庫量に与える影響が大きいことから、診療に

支障を来す場合を除いて、卸売販売業者の分割納入に協力すること。 
 
４．抗インフルエンザウイルス薬の不足が発生した際、都道府県から融通の要請があ

った場合には積極的に融通に協力すること。 
 
５．抗インフルエンザウイルス薬の投与については、臨床症状及びインフルエンザ抗

原検出キット（迅速タイプ）等による検査等により診断を確定してから投与されるな

ど、確実な使用について、貴管内の医療機関等に周知を徹底されたいこと。 
 
６．抗インフルエンザウイルス薬を使用する場合、特に予防に用いる場合には、その

添付文書に記載されている使用上の注意を参照し、適正に使用されたいこと。 
 
７．抗インフルエンザウイルス抗原検出キットに用いる咽頭ぬぐい液等を採取する際

には、患者の飛沫により医療従事者が感染する可能性が高いとの指摘があることから、

十分な感染防御手技を講じられたいこと。 
 
８．都道府県では、今年度のインフルエンザシーズン前から、都道府県担当課（感染

症対策、薬務、医務等）が中心となり、インフルエンザ対策委員会を開催し、ワクチ

ンの安定供給対策等を協議することになるので、在庫状況等の調査を求められた場合

には、積極的に協力すること。 
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社団法人日本医師会感染症危機管理対策室長　雪下國雄　殿

厚生労働省医政局経済課

厚生労働省健康局結核感染症課畢類，二、一☆☆1

　　　　　　　　　　　　　　にいニ　　　　ロま一一うき
　　　　　　　　　　　　　　ヒ＝1記どJ

厚生労働省医薬食品局安全対策課 Tll鋼

抗インフルエンザウイルス薬の安定供給等について

　インフルエンザ対策については、平素より多大な御協力を賜り、深く感謝

申し上げます。

　今冬のインフルエンザ対策については、「今冬のインフルエンザ総合対策の推

進について」（平成17年11月1日付け健感発第1101001号厚生労働省健康局結核

感染症課長通知）により、本格的に対策に取り組んでいるところであります。

　貴職におかれましては、抗インフルエンザウイルス薬の安定供給に協力い

ただきたく、貴団体傘下の医療機関等に周知いただくようお願いいたします。

　厚生労働省としても、可能な限りの対策を講じて、抗インフルエンザウイ

ルス薬の安定供給を図る所存ですので、御理解、御協力のほど、お願い申し

上げます。

　なお、各都道府県衛生主管部（局）長には、別添（写）のとおり通知した

ことを申し添えます。



己言口

1　今年度は、過去のインフルエンザの流行状況を踏まえて必要な抗インフ

ルエンザウイルス薬の供給量の確保、出荷体制の整備（流行前の初回品揃

え出荷と流行出荷の二本立て）等の措置を講ずる旨の報告を供給企業より

得ているところである。これを踏まえて、医療機関、薬局（以下r医療機

関等」という。）によっては一部の注文量の納入時期が予定よりも遅くなる

　こともあり得るが、各医療機関等においては、昨年の抗インフルエンザウ

イルス薬の使用実績や現在の流行状況等を踏まえたものとなるよう配慮す

　ること。

2　抗インフルエンザウイルス薬については、過去の流行規模を踏まえた十

分な量の供給が予定されていることから、注文をする際には、通常のイン

　フルエンザ治療用としての前年使用実績や現在の流行状況等を踏まえた

注文量となるよう配慮すること。

　　また、抗インフルエンザウイルス薬の安定的な供給の確保の観点から、

　備蓄を目的とする注文は原則として行わないこと。

　　なお、前年に実績のない医療機関等から新規の抗インフルエンザウイル

　ス薬の取引については、状況により、納入量の調整が行われる場合がある

　こと。

3　医療機関等ヘー度に大量にインフルエンザウイルス薬が納入されると、

市場に流通する抗インフルエンザウイルス薬の在庫量に与える影響が大き

　いことから、診療に支障を来す場合を除いて、卸売販売業者の分割納入に

協力すること。

4　抗インフルエンザウイルス薬の不足が発生した際、都道府県から融通の

　要請があった場合には積極的に融通に協力すること。

5　抗インフルエンザウイルス薬の投与については、臨床症状及びインフル

　エンザ抗原検出キット（迅速タイプ）等による検査等により診断を確定し

　てから投与されるなど、確実な使用について、貴管内の医療機関等に周知

　を徹底されたいこと。

6　抗インフルエンザウイルス薬を使用する場合、特に予防に用いる場合に

　は、その添付文書に記載されている使用上の注意を参照し、適正に使用さ

　れたいこと。



7　抗インフルエンザウイルス抗原検出キットに用いる咽頭ぬぐい液等を採

　取する際には、患者の飛沫により医療従事者が感染する可能性が高いとの

　指摘があることから、十分な感染防御手技を講じられたいこと。

8　都道府県では、今年度のインフルエンザシーズン前から、都道府県担当

　課（感染症対策、薬務、医務等）が中心となり、インフルエンザ対策委員

　会を開催し、ワクチンの安定供給対策等を協議することになるので、在庫

　状況等の調査を求められた場合には、積極的に協力すること。
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各部道府県衛生主管部（局）’長殿

厚生労働省医政局経済課
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抗インフルエンザウイルス薬の安定供給等について（依頼）

　今冬のインフルエンザ対策については、「今冬のインフルエンザ総合対策の推

進について」（平成17年11月1日付け健感発第1101001号厚生労働省健康局結核

感染症課長通知）により、本格的に対策に取り組んでいるところであるる

　インフルエンザ患者に対して適切な検査・治療を行うためには、インフル

エンザウイルス抗原検出キット及び抗インフルエンザウイルス薬について毛、

その安定的な供給等を図ることが必要であるため、下記の事項に十分留意の

上、対応されるようお願いするとともに、現時点における供給見込み状況を

別添により情報提供するので、各都道府県におけるインフルエンザ総合対策

の参考とされたい。

　なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項

に規定する技術的な助言である。



記

1　抗インフルエンザウイルス薬等の安定的供給を図るためには、各医療機

関等に対して適切な量が提供されることが必要であることから、患者数等

の動向を勘案して必要量を精査した上で、特定の医療機関、薬局（以下「医

療機関等」という。）に過剰な量が供給されることがないよう、貴管内の医

療機関等や卸売販売業者等に対し、周知徹底されたいこと。

2．各都道府県においては、平成15年10月1日付け厚生労働省医政局経
済課長、健康局結核感染症課長及び医薬食品局血液対策課長連名通知「イ

　ンフルエ．ンザワクチンの供給について（依頼）」（医政経発第1001001号、

健感発第1001001号、薬食血発第1001008号）により、インフルエンザ対

策について迅速かつ適切に対応するため、都道府県医師会関係者、卸売販

売業者、学識経験者、保健所職員等からなるインフルエンザ対策委員会等

を設置するよう貴職宛て依頼しているところであるが、さらに当該委員会

等に薬局関係者等の関係者を参画させるなど、当該委員会の充実を図りな

　がら、今期における抗インフルエンザウイルス薬の安定供給対策等を協議

するとともに、以下の体制等を取り決めておくこと。

（1）貴管内の卸売販売業者及ぴ医療機関等の在庫状況等を短期間（3日間

　程度）に把握することが可能な体制

（2）抗インフルエンザウイルス薬が不足した場合の融通方法

（3）抗インフルエンザウイルス薬が処方可能な医療機関等が限定される場

　合の住民への周知方法

3．厚生労働省としては、抗インフルエンザウイルス薬の安定的な供給の確

保の観点から、供給企業に対し、インフルエンザの流行状況に応じた適切

　な供給を検討するよう要請し、過去の流行状況を踏まえた必要供給量の確

保及び出荷体制の整備（流行前の初回品揃え出荷と流行出荷の二本立て）

等の措置を講じている旨の報告を得ているところである。

　　ついては、各都道府県においても、当該企業のこうした取組を御了知の

　上、医療機関等、卸売販売業者等と連携しつつ、関係者に対して以下の事

　項を周知し、抗インフルエンザウイルス薬の適切な供給確保への協力を要

　請すること。

（1）注文量について

　　抗インフルエンザウイルス薬については、過去の流行規模を踏まえた



十分な量の供給が予定されていることから、医療機関等は注文をする際

には、通常のインフルエンザ治療用としての前年使用実績や現在の流行

状況等を踏まえた注文量となるよう配慮すること。

　卸売販売業者は、注文を受ける際には、この様な取扱いについて配慮

するとともに、流行時に追加注文を受ける際には、前回注文により納入

された医療機関等在庫を確認した上で、インフルエンザの流行状況を踏

まえた患者数等の動向等を勘案した必要量の供給を随時行い、抗インフ

ルエンザウイルス薬の偏在が起こらないよう配慮すること。．

　また、抗インフルエンザウイルス薬の安定的な供給の確保の観点から、

備蓄を目的とする注文には原則として応じないようにすること。

　なお、卸売販売業者は、前年に実績のない医療機関等からの新規注文

についても、全体の注文量の状況を踏まえて調整する必要があるが、新

規開業の医療機関等が不利とならないよう配慮すること。

（2）分割納入について

　　医療機関等へ一度に大量に抗インフルエンザウイルス薬が納入される

　と、市場に流通する抗インフルエンザウイルス薬の在庫量に与える影響

　が大きいことから、卸売販売業者は、医療機関等における診療に支障を

　来す場合を除いて分割納入を行うこととし、この取扱いに医療機関等も

　協力すること。

（3）納入時期等の情報提供について

　　製造販売業者及ぴ卸売販売業者は、一部納入に遅れが予想される医療

　機関等に対しては、納入時期及び数量等についてより正確な情報提供を

　行うことに努めること。

4．抗インフルエンザウイルス薬の投与については、臨床症状及びインフル

　エンザ抗原検出キット（迅速タイプ）等による検査等により診断を確定し

　てから投与されるなど、確実な使用について、貴管内の医療機関等に周知

　を徹底されたいこと。

5．抗インフルエンザウイルス薬を使用する場合、特に予防に用いる場合に

　は、その添付文書に記載されている使用上の注意を参照し、適正に使用さ

れたいこと。

6．抗インフルエンザウイルス抗原検出キットに用いる咽頭ぬぐい液等を採

　取する際には、患者の飛沫により医療従事者が感染する可能性が高いとの

指摘があることから、十分な感染防御手技を講ずるよう貴管内の医療機関



等に周知徹底されたいこと。

7，r新型インフルエンザ対策行動計画（平成17年11月14日策定）」に
おいて、都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄について定

めているところであるが、この取扱いについては別途連絡することとして

　いること。
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